別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：消防指導費
	事業名: （財）救急振興財団負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　知事直轄　危機管理部門　消防課　消防担当　電話番号：058-272-1111（内2471）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11193@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：11,000千円（前年度予算額：11,600千円）

	事業内容


	１　事業の内容


（財）救急振興財団の概要
      救急救命士は、消防力の整備指針(消防庁告示)により、救急自動車に搭乗する隊員のうち一人以上は、救急救命士の免許を受けている者であることを目標としている。　その資格については、当財団の東京研修所及び九州研修所において教育訓練を実施しており、全国各都道府県が負担金を拠出し運営している。これまでに全国で１４，３１５人を養成した。(Ｈ２１．３月末)
    ＜積算内訳＞
      平成２３年度都道府県負担金： 総額４９３百万円
      　・均等割（１／４）、人口割（１／４）、救急隊数割（１／２）
      　・岐阜県負担金　　11,000千円　
　　　※救急隊数　127→126(0.78％の減)
	２　所要経費


　　 岐阜県負担金　　11,000千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

２　地域医療の体制と医師・看護職員を確保する
　　　　　　 ・地域医療連携体制を構築する
　　　
	２　これまでの取組状況


　消防力の整備指針(消防庁告示)により、救急自動車に搭乗する隊員のうち一人以上は、救急救命士の免許を受けている者とすることとなっている。県内の救急救命士の充足状況は以下のとおり（平成22年4月1日現在）。 　　
　　登録救急救命士数   　　 ４７４人
　　運用救急救命士　　　　　４１７人
　　運用薬剤投与救急救命士　１８１人
　　運用気管挿管救急救命士  １３９人
	３　これまでの取組に対する評価


　消防力の整備指針(消防庁告示)により、救急自動車に搭乗する隊員のうち一人以上は、救急救命士の免許を受けている者であることを目標としていることのほか、最初に傷病者に接触するのは、ほとんどの場合救急隊員であり、消防職員から救急救命士を育成していくことは、救急医療の質の向上に繋がっている。

県の主な役割は、その資格を持たない消防職員の資格取得の促進や、有資格者の指定医療機関での再教育などを円滑に受けられるようにすることであり、これまでの取り組みにより救急医療の質の向上に貢献している。

	１月１５日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	11,600
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	11,600

	要求額
	11,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	11,000

	1月15日時点査定額
	11,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	11,000

	決定額
	11,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	11,000


